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年度 主な取り組み 

昭和45年(1970) 弥彦小学校でフッ化物洗口開始 

昭和49年(1974) 県議会に「むし歯予防対策推進」の請願・採択、県検討会の設置 

昭和50年(1975) フッ化物洗口補助制度の創設 

昭和53年(1978) 本庁に歯科医師を採用、反対運動激化 

昭和55年(1980) 小児う蝕実態調査開始、歯科医師1人新たに採用 

昭和56年(1981) むし歯半減10か年運動開始 

昭和58年(1983) 公衆衛生課内に歯科保健係を設置 

平成元年(1989) 寝たきり者の歯科保健対策開始 

平成 3年(1991) ヘルシースマイル２０００プラン(第二次むし歯半減運動)開始 

平成 8年(1995) 児童の歯肉炎予防対策開始 

平成12年(2000) 介護保険制度開始、8020育成事業開始(CO、GOの勧告) 

平成13年(2001) ヘルシースマイル21(第三次歯科保健医療計画)開始 

平成18年(2006) 8020運動推進特別事業、１２歳児DMFTが１本以下になる 

平成20年(2008) 新潟県歯科保健推進条例の制定 

平成21年(2009) 条例推進重点市町村支援事業の開始 

平成22年(2010) にいがた健口文化フォーラム開始、在宅歯科医療連携室整備 

平成25年(2013) ヘルシースマイル21(第四次歯科保健医療計画)開始 

平成27年(2015) 地域医療介護総合確保基金の創設 

表1.新潟県の歯科保健取り組み概要 



        新潟県の歯科保健の取組み(優れた項目) 
・むし歯予防 
 ①12歳児DMFT➡ 17年連続日本一少ない 
 ②市町村の取組み➡フッ化物洗口全市町村で実施、歯面塗布28/30実施 
             ➡全市町村で歯科保健計画策定済み 
 ③学校等の取組み➡ア)給食後の歯磨き実施率、小94.4%、中71.3% 
                                          イ)健診後の予防勧奨システム 
   ④県の取組み➡ア)歯科疾患及び歯科保健活動に関する調査を継続  
            イ)歯科保健係を設置し行政推進体制を確立（昭和58年～）  
            ウ)歯科保健医療計画の策定・推進（昭和56年～） 
・成人歯科 
 ①成人歯科健診➡多くの市町村で独自の成人歯科健診実施 
・障害者、寝たきり者等の歯科保健 
 ①いつでも、どこでも歯科保健の恩恵が受けられる 
 ②全郡市歯科医師会に在宅歯科医療連携室がある 

・推進体制 
 ①県、歯科医師会、大学の強力な推進体制 
 ②市町村、学校、歯科衛生士会、歯科保健協会等関係者一体となった取組み 
 ③歯科保健医療計画の策定と新潟県歯科保健推進条例の制定 



図2 12歳児一人平均むし歯数の推移 
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小・中・高校生のむし歯数の減少 

１，７９９，０００本 
昭和55年当時 

小・中・高校生（393,000人） 
のむし歯総数 

一人平均４．５８本 

３６年で １／15 に 

 １，６８１，２００本
のむし歯が減少 

117,800本 
平成28年 

小・中・高校生 

      （２３１，０００人） 
のむし歯総数 

一人平均0.51本 
 

７ 



新潟県の歯科保健の成果① 

 
むし歯は驚くべき減少 
 
 ★１２歳児１人平均むし歯数 
  ・5.03本（1980年）→0.44本(2017年） 
     と１／11以下に減少 

  ・2017年現在、17年連続日本一むし歯が少ない県 
  

 ★むし歯がまったくない子の割合 
  ・保育所・幼稚園児13.6%（1980年）→77.1%（2017年） 
  ・小・中・高校生20.4%（1980年）→81.2%（2017年） 
                        （歯科疾患実態調査（新潟県）） 

   

６ 



新潟県の歯科保健の成果② 

• １人平均現在歯数は増加 
 ★すべての年代で増加 

   ・50歳代8.0本増（19.3本→27.3本） 

   ・60歳代13.3本増（12.2本→23.7本） 

   ・70歳代13.9本増（  6.9本→20.8本） 

• 歯肉が健康な者はやや増加 
   ・平成11年調査    11.5% 

   ・平成23年調査    18.9%   

８ 



（本） 

平成27年は20-24歳 

県民歯科疾患実態調査結果 

3.2本増 

4.4本増 

8.0本増 

13.3本増 

13.9本増 

2.5本増 

5.9本増 

永久歯一人平均現在歯数の推移  

９ 



県内成人（40～69歳）の歯周病の状況 

歯ぐきの健康な人はやや増加したものの、成人の約８割は歯周病 

（H11年県民歯科疾患実態調査・H23年県民健康・栄養実態調査） 

歯周病あり 

１０ 
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ほとんど個人の努力に任されている

（検診等の制度は一部年齢のみ対象）

生涯を通じた歯の健康度の変化（イメージ） 
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 新潟県では昭和５６年度（１９８１年）から子ど
もたちのむし歯を半減することなどを目標とした
歯科保健計画を推進してきている。 

新潟県の歯科保健  

第一次 むし歯半減１０か年運動 昭和56年度～ 

第二次 ヘルシースマイル2000プラン 平成3年度～ 

第三次 ヘルシースマイル２１ 平成13年度～ 

第四次 ヘルシースマイル２１ 
 

平成25年度～ 
平成29年度～ 
    （改定） 

５ 



賛否・唯一の論点は… 

新潟県歯科保健推進条例 

・平成２０年６月２５日に条例案を県議会議長あて提出 

・議員提案の条例（自民党議員３２名、公明党１人が提出者） 
・平成２０年７月２日に厚生環境、総務文教連合委員会で審議 

・平成２０年７月１１日県議会本会議で採択（自民、公明、共産、 

 無所属の一部が賛成、反対は民主、社民、無所属の一部） 

(2) 市町村長、市町村教育委員会及び関係者が行うフッ化物応用 

等のむし歯の予防対策の効果的な実施の推進に関すること。 

第10条（基本的施策の実施） 

その後条例制定の都道府県が増え、合計38道府県で歯科保健条例が制定されている。 

(新潟、北海道、長崎、静岡、島根、千葉、岐阜、愛媛、佐賀、茨城、長野、熊本、高知、 
栃木、宮城、神奈川、広島、宮崎、兵庫、岡山、埼玉 … ) 

43道府県に拡大(H26.12.26)、115市町村に拡大(H28.4.1) 

国は平成23年8月10日に 

「歯科口腔保健の推進に関する法律」を公布・施行 



• 歯の健康づくりは、口だけにとどまらない 

• 歯や口の健康のことで困っている県民が多い 

• 生涯にわたる歯科保健対策を総合的に進めるための
一貫した法的基盤が弱い 

• 地域間の取組格差が見られ、県民の健康格差の解消
を図る必要がある 

何故条例を作ったのか？ 

１．行政（県・市町村）が歯科保健対策を確実にすすめる 

２．第一義的な実施主体である市町村の取組を促す 

３．支援団体の一致した推進体制の構築 

そのためには 



法律 条例 
・国を運営するルール 

・法律を制定できるのは 

 国会だけ 

・法律は憲法に違反でき 

 ない 

・地方議会で制定されたその 

 地域だけに適用するルール 

・法律の範囲内で制定できる 

・条例は地方の法律である 

地方自治体の条例は、憲法で保障された地方自治の 

精神に基づいて制定されるもので、その地域ごとの実
情にあった内容や特色を出すことにより、住民主体の
政治が行われるように認められたもの。 

知事提案と議員発議の２種類がある。…新潟県歯科
保健推進条例は議員発議 

 条例制定の意義 





新潟県歯科保健推進条例制定後の成果① 

①市町村歯科保健計画策定支援（第10条） 

②基本的施策を実施するため、県保健所による
広域的、専門的見地からの助言等の規定    
（第11条） 

    

 

  

市町村歯科保健計画が全市町村で策定 

   ５市（H19） → 30市町村（H28.3） 

１３ 



新潟県歯科保健推進条例制定後の成果② 

 フッ化物洗口を実施する保育所、小・中学校
の増加 

１４ （歯科疾患実態調査（新潟県）） 





新潟県歯科保健推進条例制定後の成果③ 

 県民の健康づくりの意識の向上 

  
条例制定前後 直近値 

定期的に歯石除去や歯面清掃を受けてい
る人の割合の増加（15歳以上） 

8.3％ 

(H16) 

19.5％ 

(H27) 

過去1年間に歯科健診を受診した人の割
合の増加（20歳以上） 

28.7％ 

（H16） 

45.1％ 

（H27） 

要介護者が在宅歯科診療を受けた件数
（１か月の全県分：在宅）の増加 

875件  

(H24) 

1,287件 

（H28） 

１５ 

（県民健康・栄養実態調査 ・ 新潟県歯科医療機能連携実態調査） 



子どものむし歯予防の取組 

１ 学校等におけるフッ化物洗口の実施 
 ・ 昭和45年、全国に先駆け県内の小学校で始まり、市町村事業として各地
へ普及した。 

 ・県は、市町村が行うフッ化物洗口の経費の一部を補助している。（昭和56
年～） 

２ 学校と歯科診療所との連携によるむし歯予防を全県で
展開 
 ・ むし歯になりやすい子どもに対し、予防のために、学校が医療機関への
受診勧奨を行う 

３ 学校等における給食後の歯磨きや歯科保健指導 

   

平成28年歯科疾患実態調査（新潟県） １７ 



むし歯半減
10か年運動
開始 

ヘルシースマイ
ル２０００プラン

開始 

ヘルシースマ
イル21開始 

歯科保健条
例制定 

地域医療介護総合基金事業開始 

ヘルシースマイル21（第四
次計画）開始 

1487千
円 

124940千円 



       表2 新潟県・新潟市に勤務する行政歯科医師及び歯科衛生士数の推移 

  
新潟県 新潟市 新潟県全体 

本庁 保健所 本庁 保健所 本庁 保健所 
合計 

D DH D DH D DH D DH D DH D DH 
昭和50年（1975） 0 0 2 2 0 0 0 2 0 0 2 4 6 
昭和53年（1978） 1 0 2 2 0 0 0 2 1 0 2 4 7 
昭和55年（1980） 1 0 1 2 0 0 0 2 1 0 1 4 6 
昭和56年（1981） 2 0 0 2 0 0 0 2 2 0 0 4 6 
昭和57年（1982） 3 0 0 2 0 0 0 2 3 0 0 4 7 
平成元年（1989） 3 0 0 3 0 0 0 2 3 0 0 5 8 
平成 4年（1992） 3 0 0 3 1 0 0 2 4 0 0 5 9 
平成 7年（1995） 3 0 1 3 1 0 0 2 4 0 1 5 10 
平成10年（1998） 4 0 0 3 0 0 1 4 4 0 1 7 12 
平成17年（2005） 2 1 3 2 0 0 1 4 2 1 4 6 13 
平成18年（2006） 2 1 3 2 0 0 2 4 2 1 5 6 14 
平成19年（2007） 2 1 3 2 0 0 2 3 2 1 5 5 13 
平成21年（2009） 3 1 2 3 0 0 2 3 3 1 4 6 14 
平成24年（2012） 4 1 2 2 0 0 2 3 4 1 4 5 14 
平成26年（2014） 4 1 1 2 0 0 2 3 4 1 3 5 13 
平成27年（2015） 3 2 2 1 0 0 2 3 3 2 4 4 13 

  歯科医師：D   歯科衛生士：DH 







ソーシアル・キャピタル① 
（Social capital、社会関係資本） 

ソーシアル・キャピタルは、社会学、政治学、経済学、 
経営学などにおいて用いられる概念。 

人々の協調行動が活発化することにより、社会の効率性
を高めることができるという考え方のもとで、社会の信頼関
係、規範、ネットワーク等の社会組織の重要性を説く概念
である。人間関係資本、市民社会資本とも訳される。 
 

➡(背景)地域コミュニティの衰退や過度な個人主義の浸透 
・人々が持つ信頼関係や人間関係（社会的ネットワーク） 

・上下関係の厳しい垂直的人間関係でなく、平等主義的な
水平的人間関係（水平的で自発的な市民同士の活動や、
自発的な団体の存在が重要） 



ソーシアル・キャピタル② 

ソーシアル・キャピタルの概念を端的に言えば… 
・「社会問題に関わっていく自発的団体の多様さ」「社会全
体の人間関係の豊かさ」を意味する。 
・あるいは地域力、社会の結束力と言ってよい（Wikipedia) 
 

ソーシアル・キャピタルが豊かな地域は、地域住民の健康
状態の向上や地域経済の発展、近隣の治安の向上、教育
成果の向上など好ましい成果をもたらし、市民の自発的行
政参加や協働のまちづくりを推進するための原動力となる
地域力の基礎をなすと考えられている。 


